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経営志林第40巻１号2003年４月１６５

〔紹介〕

門田安弘署「経営・会計の実証分析入門ＳPSSによる企業モデル分析」
（中央経済社，2003年）

福多裕志

１ ２ 

経営と会計は，これを経営学や会計学と言い換

えたときにどう違うのだろうか。正答を見出すこ

とは簡単なようで実は非常に難しい。それは，

｢学問とは何か｣，「科学とは何か」といった本源

的な問題にまで掘り下げて考えなければ確かな答

えを導き出せないからである。しかしここでは敢

えて異論の出ることを承知した上で，その本源的

な議論を差し控え大胆に単純化した以下の定義を

もって，管理会計学徒の立場から本書を紹介し

たい。

経営や会計とは人間の行為あるいは現象である。

組織を組織目的に沿って運営することは，人間の

１つの実際的行為である。人々が会社の株式や社

債を購入し，会社はその財務活動から得た資金を

運用し，そして最後に運用成果を広く公開するこ

とはすべて一連の会計行為である。

経営学は，主として経済市場で活動する組織と

組織内で働く人々に光をあて，一定の手続きにし

たがってその構造，運動，心理を明らかにする。

同様に会計学は，一連の会計行為や現象に焦点を

絞り，一定の手続きにしたがって会計メカニズム

を解明する。すなわち経営学や会計学においては，

明確な対象となる経営的行為や会計的行為が明ら

かとなり，かつそれらを究明する方法が示される

のである。本書は，「わが国の経営・会計研究が

欧米のそれと比肩しうるものになるためには，方

法論的な基盤を確立しなければいけない」（本書

２頁）という筆者の強い問題意識を背景にして，

対象である経営や会計的行為と厳正に定められた

統計的方法が明示的に示されているという意味でⅢ

経営学，会計学への確かな道標となる斯界第一人

者による労作といえよう。

まず本書の章別構成を示し，次に各章の紹介を

簡潔に試みる。

第１部総論

第1章経営・会計のエンピリカル・リサー

チの方法

第２部経営問題に対する仮説検定法の入門

第２章変数の種類と統計手法の選択およ

び統計的仮説検定

第３章平均値の差の検定と等分散性の検

定一ｔ検定とＦ検定

第４章目標原価配分決定への参加程度の

効果一Ｘ２検定
第３部経営問題に対する回帰分析と相関分析

第５章単純回帰分析によるコスト予測と

その検定

第６章重回帰によるコスト予測とその検

定

第７章相関係数とＶＩＦによる多重共線

‘性の検出

第８章複数質問からの複合的概念の信頼

性係数（クロンバックのアルファ）

第４部経営問題に対する分散分析

第９章一元配置の分散分析

第１０章目標原価の情報型と厳格度が与え

る動機付け効果一二元配置分散分
析

第11章分散分析と多重比較のＳＰＳＳの手

順と見方

第12章分散分析の数理（補論）－二元配

置の分散分析法（反復のある場合）

第５部経営問題に対する対数線形モデル

第13章事業部長の利益業績評価指標と企

Hosei University Repository



166門田安弘箸「経営・会計の実証分析入門ＳPSSによる企業モデル分析」

業の資本利用効率との関係

対数線形モデルへの入門

不飽和な対数線形モデル

ＡＩＣによる不飽和モデルの選択

(モデルの選択基準その２）

不飽和モデルの選択法の実際

りあるが，基本的には従属変数と独立変数の相互

関係を明らかにすることにより，現象の説明と予

測を行うのが自然科学的研究の役割である。さら

に，従属変数と独立変数の最善的関係を把握しよ

うとする場合，それは経験的研究と規範的研究の

交叉部分である構築的研究方法の範嬬に入ること

になる。その方法的特長はオペレーションズリサー

チ等の意思決定志向的研究とも重複する部分が生

じるので，上図の意思決定志向的研究が長方形の

縦の中心線を超えて右側の構築的研究方法に近づ

いているのである。本章は概念整理という役割を

担っているので，こうした概念に初めて接する読

者にとっては多少戸惑いを感じるかもしれないが，

諸概念を整理し理解することによって現実世界と

いう大きな素材を分析する手順を得ることができ

ると考えれば苦にはならないはずである。

章
章
章

４
５
６
 

１
１
１
 

第
第
第

第17章

第１部第１章において，まず書名の一部でもあ

る「実証分析」と「経験的研究（エンピリカル・

リサーチ)」の同義性，「実証分析」と「実証的研

究」の異議`性が説明される。そして究明すべき対

象となる経営・会計に対する研究方法のフレーム

ワークや諸概念が概説される。次図で示されるよ

うに，大きく理論的研究，経験的研究，実証的研

究，規範的研究の４つに分類され，これらを起点

として新たに概念的研究，自然科学的研究，アク

ション志向的研究，意思決定志向的研究，構築的

研究方法が位置付けられる。これまで経済学，経

営学，会計学領域で展開されてきたコンテインジェ

ンシー理論，システム理論，資本投資決定モデル

などの各種理論の属`性も図の分類法に従って説明

される。

３ 

第２部第２章からは統計手法の具体的な解説で

ある。経営・会計データは財務諸表データのよう

な一定のフォーマットで提供される場合と，アン

ケート調査を実施し入手する場合がある。ここで

はまず経験的研究において広く用いられる変数の

属性が定義され，分類される。これ以降の章にお

いて議論される命題は，名義尺度，順序尺度，間

隔尺度，比率尺度にもとづく変数概念が用いられ，

仮説検定の方法が示される。経営学，会計学で議

論される諸仮説を検定する際用いられる有意水準

の設定については統計学的に絶対的根拠は無いも

のの，有意水準の確率を小さ目に設定する場合と

大き目に設定する場合のおおよその目安が提示さ

れており参考になる。第３章は，２組の会計デー

タグループを比較する際に中心的な役割を果たす

平均値のｔ検定と分散に関するＦ検定の解説で

ある。たとえば2企業の利益データを時系列に取っ

てそれらの平均値の差を比較し，いずれかの企業

が他の企業より利益獲得能力があるかどうかを主

張するときにこの方法が有効である。本章でもこ

の例として，対応のある２変数の差のｔ検定が行

われ，有意水準５％で２社間に利益獲得能力に差

があるとは主張できないという結論を導いている。

すなわち，６年間という時間的に限定されたデー

理論的研究 経験的研究

実証的研究

規範的研究

出所：「経営．会計の実証分析入門一sPSSによる

企業モデル分析」４頁

従来，会計学領域では概念的研究，文献研究，

事例的研究を中心としてきたが，本書の一貫した

姿勢は，現実世界のさまざまなデータとの関わり

の中で実際の経営・会計システムを統計的に検証

するという立場である。したがって上図の右側で

ある経験的研究に軸足をおきながら，とくに実証

的研究と交叉する自然科学的研究方法の中でも実

験室実験とサーベイ研究の２つの具体的な手続き

が明らかにされる。経験的研究における方法的特

長は，現実の行為や現象をさまざまな変数関係で

捉えることにある。変数の呼称については複数通

概念的研究

意思決定志向的研

自然科学的研究

-アクション志向的lil1究一

充構築的研究方法

Ⅱ 
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タから検定統計量を算出し，２社の母集団平均に

ついての情報を入手後，２社間の利益差がゼロで

ある－利益獲得能力が同じ－という仮説を棄却で

きない。また，２変数が独立している場合のｔ検

定も同一のデータを利用して行われており，両母

集団の等分散性を検定した後，対応のある２変数

の場合と同様の結論が示されている。本例では次

章以降に幾度も利用される平均，分散，標本サイ

ズ，分布，仮説，両側（片側）検定等の中心的概

念が議論されるので，本章をよく理解することが

肝要である。

これに近い例として，たとえばさまざまな財務

指標を用いて個別企業の業界における相対的地位

を測定する場合〆個別企業の時系列データと業界

の時系列データの差を利用し，業界平均より上方

に位置するかあるいは下方に位置するかを統計的

に検証することなどが考えられる。

続いて別の例として２社間の就業時間のバラツ

キに関し’分散の差のＦ検定も示されている。

検定統計量を求め，有意水準５％のＦ値と比較

する手続きは，既述のｔ検定と同じであり，残業

時間のバラツキは同一という仮説を棄却できない。

こうした仮説検定は品質検査，生産管理，消費

者の嗜好調査等に幅広く応用することができるの

で経営学．会計学領域では極めて有効な手法の，

つである。第４章では，目標原価の配分決定につ

いてトップ・ダウンアプローチとボトム．アップ

アプローチの効果を測定する。データ収集はアン

ケート調査で行われ，クロス集計表を作成し２つ

の属性の独立性についてｘ2検定の方法が解説さ
れる。その結果，「部品の目標原価決定への参加

度が低い場合には，目標原価の達成度は低くなる

割合が大きくなる。逆に，部品の目標原価決定へ

の参加度が高い場合には，目標原価の達成度は高

くなる割合が大きくなる｡」（本書48頁）という結

論を導出している。

することが挙げられる。こうした諸問題に対して

回帰分析は強力な道具として威力を発揮する。た

とえば本章設例のように操業度と製造間接費の関

係を考えるとき，操業度を独立変数，製造間接費

を従属変数で捉え，回帰モデルの説明力と回帰係

数の信頼性が検定される。筆者はこうした一連の

手続きにたいし，実行結果のみを示すことなく理

論的根拠を与えることによって，厳密性を疎かに

しない真撃な研究態度を表明している。パソコン

用の統計パッケージが発達し安価で入手可能な状

況では，データをインプットするだけで回帰式を

容易に提示してしまうので，理論的な検討を充分

に行わないまま結果のみを示してしまう傾向がな

きにしもあらずである。このことは評者自らも省

みるべき点の１つである。第５章では操業度とい

う定量的な独立変数が１つ，製造間接費という定

量的な従属変数が１つの単回帰分析の場合，第６

章では，機械の運転時間と従業員の作業時間とい

う定量的な２つの独立変数が定量的な１つの従属

変数である製造間接費を説明する重回帰分析の例

を取り上げている。決定係数，相関係数，分散分

析表，偏回帰係数のｔ検定が問題形式で解説され，

基礎知識をあまり備えていない初学者にとっても

理解できるよう工夫されている。また回帰分析を

進めていく上で発生する系列相関や第７章の多重

共線性問題への対処方法も示される。第８章は，

複数の変数を１つの新しい変数に作り直し，その

新変数あるいは尺度が対象をどの程度正確に測定

できるかを示すクロンバックのアルファについて

の説明である。筆者を代表とするチームが業績管

理システムに関する調査を実施し，複数の質問事

項から単一の新変数を導出後，当該変数の信頼性

係数の1つであるクロンバックのアルファを算出

する手順が統計パッケージＳPSSを使用して紹介

されている。クロンバックのアルファは，相関係

数と類似の概念であり１に近いほど信頼性が高い

ということになる。

４ 

５ 
第３部の第５章から第８章までは，回帰分析の

手法が詳説される。管理会計機能の１つとして原

価や利益の予測およびコントロール，また現実に

存在するさまざまなシステムのメカニズムを説明

第４部は，２グループ以上の平均値の間に差が

あるかどうかを調べる手法である分散分析（ＡＮ‐

ＯＶＡ）の問題が例示される。会計領域でも米国

Hosei University Repository



168門田安弘薯「経営・会計の実証分析入ｌＩＩ１ＳＰＳＳによる企業モデル分析」

のジャーナルを中心にＡＮＯＶＡを用いた論文が

多くみうけられる。

第９章は，結果に影響を与える因子が１つの場

合の分散分析において最も基本的な一元配置法を，

薬効差の検定を例にとり説明している。第３章で

示された平均値の差の検定とは異なる手続きで，

分散分析表のＦ値にもとづく検定が説明される。

第10章では，因子が二つの場合の二元配置法が詳

論されている。目標`情報の型と厳格度の二つの因

子がそれぞれ１．総見積り原価と総理想原価と総

目標原価，２．総目標原価のみ，３．総見稔り原

価と目標改善額（差額）の３つの水準および１．

厳しい，２．甘いの２つの水準に分けられ，水準

間に差があるかどうか，すなわち目標設定の違い

や厳格度の相違が新製品開発の原価低減にいかな

る影響をもたらすかについて調べられる。この研

究方法には学生を被験者として使った実験室実験

が試みられる。水準の数にもとづいて被験者を６

グループ作り，３つの仮説を設定し検証された。

被験者全員のデータで分析した場合有意差は出な

かったが，達成意欲の高低により被験者をさらに

2つの群に分けることによって「高達成欲求群に

関しては目標水準が高い時に実績値が上がるとい

う傾向が見出された」（本書119頁)，また「達成

欲求の低い人にとっては現在の仕事に「プラスα

の仕事」を要求する際，あまり多くを要求するこ

とは賢明ではなく，むしろ少しのプラスαを要求

するほうが効果的である」（同119頁）という結論

を導き出している。第11章は，３つ以上のグルー

プ間でどのグループとどのグループの間に差があ

るかどうかを調べる多重比較の説明が行われる。

ここでは，第10章の目標情報と厳格度の２因子か

らなる二元配置の例を用い因子間で交互作用があ

る場合とない場合について，多重比較法のなかで

殿も強力なテューキーのＨＳＤ検定が行われる。

第12章では，反復のある二元配置法の数理が補論

として与えられ，前章，前々章の一般的手続きが

理論的に説明されている。

うに，管理会計分野への対数線形モデルの応用に

ついて詳論されている文献はほとんど見当たらな

い。したがって変数間の交互作用効果を測る対数

線形モデルについての70ページを超える解説は示

唆に富んでいる。対数線形モデルは，独立変数お

よび被説明変数である応答変数も名義尺度にもと

づくカテゴリー変数の場合に利用される。第１３章

では次の２つの仮説が設定され（本書147頁)，検

証されるテーマが明らかになる。データ収集は質

問表調査で行われ，東京証券取引所一部上場の全

業種を対象とする1,296社にたいし実施された

(有効回答率は23.5％)。

仮説ｌ：多角化の程度の高い企業は，事業部長

の権限が大きい（つまり，売上高に対する本部賀・

共通費比率が低い)。

仮説２：事業部長の権限が大きい場合，つまり

本部費・共通費比率が低い場合，事業部長の利益

評価指標に本部費・共通費配賦後利益を用いる企

業は，財務業績（総資本回転率，総資本経常利益

率）が良い。

第14章において対数線形モデルの理論的説明と

飽和モデルの結論が示されている。飽和モデルで

は，クロス集計表のセル数と同等の数だけ効果項

(効果パラメータ）が示される。しかし変数が多

くなればなるほどそれらの組合わせも複雑になり，

その結果解釈が困難な場合が生じる。そこで第１５

章では，会計学，経営学的観点から一応の合理性

を有し，前章の飽和モデルで信頼性の低いパラメー

タを除去した不飽和モデルの適用について議論さ

れる。そして最終的には「本社機能の移管程度が

高い場合に，本社費等配賦後利益で事業部長を評

価すれば，資本回転率が高くなる」（本書187頁）

という結論にプラスの方向性を見出している。第

16章は複数の不飽和モデルからＡＩＣ（Akaike，s

lnformationCriterion）にもとづいて，より効

率的なモデルを選択する方法が示される。最終第

17章は，観測有意確率（ｐ値）にもとづく変数減

少法と，経営学・会計学上の一般的な理論仮説を

除去しないように交互作用項の効果パラメータ推

定値ｚ値およびＡＩＣの併用による不飽和モデル

の選択について，ＳPSSの具体的技術とその実行

６ 

第５部は本書の特色となる対数線形モデルの解

説である。筆者が，「まえがき」で述べているよ

Hosei University Repository



経営志林第40巻1号2003年４月１６９

の延長線をさらに深化させたものとなっている。

以上の観点より，筆者の「さまざまな経営シス

テムのうち，いずれが優れた成果をもたらしてい

るか現実世界のデータで検証（実証分析）する」

(本書「まえがき」１頁）ことと，「優れた経営シ

ステムないし優れた企業モデルを究明する方法を

示すこと」（同１頁）の目的は充分達成されてい

る。この一連の手続きこそが，今後の会計学の方

向性，そして命運を担っているといえるのではな

いか。これから経営学，会計学の学習を始めよう

とする大学生，新しい企業モデルを構築しようと

する大学院生，そして経験的研究を方法的基礎と

する現役の研究者等，いかなる読者にとっても大

いなる啓蒙調:であることは間違いないであろう。

結果が述べられる。ここでも第13章で設定された

仮説２が支持されることになる。

７ 

本書の長所は各章の具体的テーマにたいし，そ

れを解くためのＳＰＳＳの操作手順についても触れ

られていることである。理論的な説明だけでは理

解しにくいことであっても，実際にデータをイン

プットし実行結果をみて自分自身で解釈を試みる

うちに疑問点が氷解する場合もある。逆に統計パッ

ケージの操作のみに拘泥すると，何ら理論的基礎

が会得されていないにもかかわらず，実行結果だ

けは体裁を漣えるということにもなりかねない。

したがってそのバランスを図った本舟1$の構成は見

事ということができよう。

第２に読者は管理会計領域が提供する豊富な話

題を，統計的に検証可能な仮説や命題の形式で表

現されうることを再認識することができる。本書

の仮説を参考にしながら，新たな仮説を自由に展

開できる基礎を与えていることの意義も大きい。

また，モデルの構築，仮説検定を学習していくプ

ロセスの中で，どのような統計技法が経営学，会

計学において重要であるかを自然に理解すること

ができる。統計学の書籍を紐解く場合でも，統計

技法の修得に優先順位を付与でき，学習の目的意

識が一層明確になる。

いわゆる「科学」を規定するとき，幾通りもの

術がある。経済学，経営学，会計学が属するとさ

れる「社会科学」の定義においても例外ではない。

筆者は，科学とは何かを真正面から取り上げて議

論しているわけではないが，１つの馴実，現象あ

るいは行為を究明する場合の一連の手続きを明ら

かにし，その手続きを踏むことによって多くの研

究者が結論を確認できるという方法的基礎を明解

にしている。また理論やモデルに現象の説明性，

予測可能性，実験室実験の再現性を求めるという

立場から，雛者の依拠する科学的研究方法が明ら

かにされている。かつて会計の科学化を目指した

クリステンセンやロチェスターグループのジェン

セン，ワッツ，ジマーマン等，第一級の論客が実

証的研究の内容をめぐって活発に議論し方法的基

礎を固めていったことを思い起こすと，本書はそ
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